
観光庁が訪日外国人旅行者向け「伝わる表現」用語集と 

非常時対応マニュアル作成の指針を作成 

 観光庁は、災害等の非常時に予備知識のない訪日外国人旅行者が取るべき行動を分かりやすい表現で翻訳した

「伝わる表現」の用語集を作成しました。また、自治体、観光関連事業者向けの「非常時における訪日外国人旅

行者対応マニュアル作成のための指針」を作成しています。 

訪日外国人旅行者は、災害に対する知識などが日本人とは異なり、日本での災害対応が理解できないことが多

く、日本で使用されている災害用語や避難行動などをそのまま翻訳しても、訪日外国人旅行者にとって重要な「災

害時に取るべき行動」が分からないといった課題があります。観光庁では、平成26年に「自然災害発生時の訪日

外国人旅行者への初動対応マニュアル策定ガイドライン」等を作成し、災害時の外国人旅行者対応に必要となる

文例について多言語化を行ってきましたが、災害の予備知識がない訪日外国人旅行者にとって必ずしも「伝わり

やすい表現」となっていないものもありました。 

こうしたことから、今回、災害時に取るべき行動が訪日外国人旅行者にも理解できるようにするため、災害時

の情報などを伝わりやすい表現で翻訳することを目的とし、地震、台風など災害ごとに必要となる用語集を作成

し、多言語化しました。 

用語集は、「表現編」と「単語編」の２部構成で、英語、中国語（簡体字・繁体字）、韓国語に対応しています。

「表現編」は、交通情報、ケガ・病気など非常時の場面ごとに現場で必要となる用例について、「単語編」では、

非常時の外国人旅行者対応において必要と想定される単語を掲載しています。それぞれの災害現場で使用が想定

される用例と単語について、訪日外国人旅行者にとって重要な「災害時に取るべき行動」に主眼を置き、用例を

整理しています。また、翻訳に際しては、災害そのものの知識がない外国人旅行者にも配慮したほか、母国語で

の表現なども考慮しています。 

 「非常時における訪日外国人旅行者対応マニュアル作成のための指針」は、災害時に外国人旅行者を対応する

行政機関や事業者等向けに、より具体的な対応方針を示すことを目的としています。自治体、観光関連団体等を

想定した「行政・ 関連団体向け」と、宿泊・観光施設、交通事業者、商店等を想定した「事業者向け」を作成

し、1. 減災、2. 危機への備え、3. 危機への対応、4. 危機からの復興といった４段階のフェーズごとに、現場

ですぐに使用可能な情報発信のテンプレートなども添付しています。 

 用語集及び指針は、観光庁HP で令和3年3月30日から公開しています。 

URL https://www.mlit.go.jp/kankocho/news08_000339.html 

※用語集【表現編】全般より抜粋 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問い合わせ先 

観光庁外客受入担当参事官室  

TEL：03-5253-8972（直通） 

 


